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議 事 の 要 旨 

 主な内容は次のとおり。 

 

１ 令和４年度コンプライアンス職員意識調査について 

事務局より資料１「令和４年度コンプライアンス職員意識調査結果について」及

び資料２「令和４年度コンプライアンス職員意識調査結果報告書」に基づき説明、

報告し、意見交換を行った。 

 

（白澤委員） ７ページの公文書監理官の設置とあるが、公文書監理官は常勤なのか。 

（事務局）  常勤で勤務している職員である。 

（白澤委員） 何人いるのか。日常的に職場巡視や自己点検をされているということ

であるが、その仕事に特化しているのか。 

（事務局)   1 名で、職場巡視の他に、公文書の作成の指針の見直しなどに携わっ

ている。 

 

(亀重委員)  パワハラで「人格を否定されるような言動」「大声での威圧的な叱責」

を受けたことがある人が多いのは意外である。５，０００人にアンケー

トを取って、１０％近い回答であると５００人近い人がいることに少し

意外だと感じた。 

セクハラは、「容姿について言及される」という設問について、自分

も職員に「今日の洋服かわいいね」と言うことがある。この言葉が言及

される可能性があると、上司から積極的に部下にコミュニケーションを

とるがなかなか難しい。この質問の意図が見えにくいと感じた。 

また、今、弱い立場の人がすごく守られているが、下の職員から上の

職員（中間管理職を含む）へのハラスメントの悩みは拾われてるのかな

と疑問に思う。 

自分も日頃、職員に気をつかっている。今どきは、ある程度の要職に

ある人は、下の職員に気を使っている人がほとんどだと思う。 

（松井委員） 部下からのハラスメントについて、管理職側の認識はこの調査から把

握できるか。例えば、１６・１７・１８の設問は、回答数の中での割合

だけだが、役職別でもデータを出すことはできるか。例えば管理職、副

主幹、主査、主任・主事（再任用）を含めて４層別でデータを出すこと

はできるか。 

（事務局)   データの集計は可能である。資料２の６５ページ、ハラスメントに関

することの自由意見の中に、「上司が必ずしもパワーを持ってるとは限

らず、逆に部下から上司に対しての嫌がらせが起こることも想像できる」



というような言及もある。管理職からどのような訴えがあるのか、別途

集計してみたいと思う。 

（松井委員） 非常に大きな課題だと思う。 

（事務局)   厚生労働省の指針では、パワハラは必ずしも上司から部下ではなく、

部下から上司へもあり得るとされている。それは経験年数等やその部下

なしには業務の遂行が困難な場合は、部下もパワーを持つこともあると

されている。 

（松井委員） 私もその指針は見たことがある。次回調査の際は、管理職の問題意識 

もきちんと把握できるとよい。もちろん、ないことにこしたことはない 

が。 

（亀重委員） 数値が高かったパワハラの項目に関して、具体的にどのように改善策

をとっていくのか。 

（事務局）  現在は、ハラスメントに特化した研修として階層別研修で新任者に対

する研修を行っている。また、部下を持つ職員に対して、ハラスメント

にならない指導やコミュニケーションについての情報発信を２カ月に１

回程度行っている。 

このように数値としてはっきりと表れているので、ここを抜き出し、

コンプライアンス通信の中で全庁に発信したいと考えている。その際に、

例えば人格を否定するような言動というのは具体的にこういう言動であ

るというような形で出していきたいと思う。 

（松井委員） 管理職研修は重要である。ロールプレイングも含めて、実際に声を出

させてみて、パワハラを自分たちで経験してもらう、そして受けてもら

うのも重要かと思う。研修の中身は関係課との協議も必要ではあるかも

しれないが、ぜひ要望に繋がるものがあればいいと思う。 

 

（白澤委員） １１ページで、「外部相談窓口（電話相談）が設置されていることを

知っていますか」という設問に対し、知っているという人が４分の３で

少し少ないという印象がある。もう少し外部相談窓口があることを周知

徹底した方が良いと思う。 

（松井委員） これは今回、新たな設問か。 

（事務局）  今回、新規の設問である。ご意見にあったとおり、まだまだ認知度を

上げる余地があるという認識でいる。特にパソコンを使わない、技能職

において低いという結果が出ているため、改めて所管課にチラシの掲示

等を依頼していく必要があると考えている。 

（松井委員） 前回調査の時に似たような認知度を聞いてる設問があったような気が

する。コンプライアンス推進課の認知度であったか。 



（事務局）  前回調査では、ハラスメントを受けていると感じた場合、どのように

対応するかを聞いている。今回は、その選択肢に「ハラスメント外部相

談窓口に相談する」が加わった。資料２の３９ページ設問２０において、

コンプライアンス推進課に相談するという回答は、前回では２８．２％、

今回は３１．８％、また、相談できないと言っている回答者の割合は、

前回７．８％、今回は５．６％ということで、全体として相談のハード

ルが低くなっていると言えるのではないかと思っている。 

（松井委員） 認知度は少し変わってきていることを補足した上で、一方でまだ７５ 

％であることを問題視した方がいいかもしれない。事実として少し認知

度は広がってきているが、外部相談窓口のことはまだ広がっていないと

きちんと伝えた方がよいと感じた。 

 

 (松井委員)  最初に感じたのは、職員のやりがいが低いということである。特に報 

告・連絡・相談や、コミュニケーションが非常に低いので、職員がすご

く孤立化しているという印象を持った。その孤立化していくことについ

ては、福祉的な要素が生まれ始めていて、例えば設問６ではモラルがか

なり欠如しているという結果が出ているが、これは何で欠如しているの

かが課題である。個人のモラルが低いのは、個人の属性に原因を見い出

すより、組織の運営や仕事の分担、それこそコミュニケーションという

ものが結構効いてると考えられる。つまり仕組みの問題であると問題意

識としてある。 

情報セキュリティ、個人情報、公文書に対する意識の高まりは、非常

に良い結果が出てきたという感想である。これは非常に評価ができる。

コンプライアンス推進という点からは、今後もより認知度を高めていく

ことが必要だと思う。 

見せ方の話としては、設問１６・１７・１８の実際のハラスメントを

受けた人の数は、何名中、何名なのか少し気になる人はいるかもしれな

いと思う。この図の作り方だと、受けてない人が折れ線グラフで、受け

てる人が棒グラフであるが、確かにその二つ見ると、折れ線グラフが圧

倒的に高く９０％ぐらいで、棒グラフは実は少ないが、同じ表に載せる

と棒グラフが目立ってしまっている。この表だと、よく考えて見れば情

報は伝わるが、見た目でいうと、すごくハラスメントが多いような印象

を与える。もっとハラスメントの現状だけを丁寧に見せるのであれば、

実数を示した上で、割合を出してしまった方がいいと感じる。１００％

率で示した方がいいのではないかという印象を持った。少し見せ方を検

討したほうがよい。 



設問２０の「ハラスメントを受けていると感じた場合どのように対応

するか」であるが、これは結果的には上司、同僚に相談する人が多いが、

実際にハラスメントを受けたことがある人だと、職場以外の友人や知人

に相談してる人が多いということである。ハラスメントに関することを

上司に相談するのが望ましいのか。上司自体がその加害者になっている

可能性があり、そうなるとその上司に相談することが本当に良いのかと

思う。外部機関であったり、コンプライアンス推進課に相談する優先順

位が高くなる方が望ましいのではないかと思う。しかし結果的にどちら

も低い現状である。全数的に見ても、実際に被害を受けた人を見ても、

外部相談窓口やコンプライアンス推進課に対する相談が低い結果につい

て、検討材料として考えていかなければいけないと思う。外部に相談す

ると、結局うやむやになり問題解決に繋がらず、場合によっては離職し

てしまうという最悪の状態になったり、心理的な障害を持ってしまうと

いう、非常に不幸な結論になりがちなので、このコンプライアンス推進

委員会ができることは、コンプライアンス推進課のハラスメント相談窓

口や外部窓口があり、そこを使ってくださいねということを強調した方

が良いという印象を持った。資料１の１１ページの７９９名は、設問１

６・１７・１８の回答者を合算しているのか。 

（事務局）  そうである。設問１６・１７・１８に記載されている行為に対して、

一つでも受けたことがあると回答した人の数である。重複して回答して

いる人もいる。 

 (松井委員)  実数が７９９名ということでよいか。 

（事務局）  そうである。１９％、約２割ぐらいの職員がなんらかのハラスメント

を受けたことがあるという結果である。 

（松井委員） その数は出ていないか。非常に重要な割合だと思う。どこかでその割

合に言及したほうがよい。今の報告内容だと、個別の状況についての傾

向はみえるけれど、全体の傾向がみえていない。約２割の職員がハラス

メントを受けた認識がある。そのうち、一番最初に話があった、役職別

で差があるかを割り出せば、また違う結果が見えてくるのではないか。 

（事務局）  過去２年以内に何らかのハラスメントを受けた経験のある職員は、約

２割いること、また役職別の分析をして、意見書に反映できればと考え

る。 

（松井委員） 個を尊重した対応に関する設問２９、３０の設問は面白いが、資料 1

の１４ページ、「管理職の自己評価以上に部下は上司からしっかりと配

慮されている割合が高いことがわかった」とあるがそう言いきれるか。

少しひいき目に書き過ぎているように感じる。 



（事務局）  管理職が思うほど部下は「配慮されていない」とは思っていないとい

う面も見えてきたが、この表現は検討する。 

（松井委員) 「そう思う」だけに急に注目してしまうのはどうかと思う。しっかりと

配慮されていると感じているのか疑問であるため、そこはあえて強調し

なくていいのではないか。 

もう一つは、ここのデータで面白いのは、在職年数により意識の差が

あることである。管理職は、在職年数が 1 年未満であれば、「個の尊重

をしている」が、「そう思う」と「まあそう思う」を合わせて、９０％

ぐらい、３年以上になってくると８０％ぐらいまで落ちてしまう。これ

は、部下側も結構近い傾向があり、職場に入り始めた時期にはかなり尊

重されるが段々なあなあになってしまう。それは上司も部下もそうであ

ると。これは言及した方が良い。要するに、慣れがコンプライアンスの

敵でもある。この辺も少し何か気をつけたほうがいいのではないかとい

うことを触れておくとよいと思う。 

何か引っかかるところがあったり、対応できるようなことがあった

ら、検討いただきたい。 

 

（亀重委員） コンプライアンス推進課への相談や外部相談への相談が増えるかどう

かであるが、解決事例など代表例を周知していくと、そういうふうに解

決してもらえるなら相談してみようかなというような意識ができてくる

のではないか思う。 

（松井委員） 良い成果を上げたら共有し、ネガティブな情報も重要だが、ポジティ

ブな情報も周知していくと良い。 

（事務局）  プライバシーの問題もあり、事例を詳細に周知するのが難しい部分も

あるが、コンプライアンス推進課に相談したり、外部相談窓口に連絡す

ると、自分が思ったより大事になってしまうのではないかという思いが

ハードルの一つになっているため、相談すると一般的には、こういう流

れでこういう選択肢があり、一緒に考えていくということを周知してい

きたい。 

（松井委員） 自分で判断して相談するだけでは良くない。影響が大きいと思っても

影響が大きいことをやられているのだから、「きちんと教育していく」

という仕組みと情報を共有していくことが必要である。 

（白澤委員） 小・中学校ではいじめ相談の冊子を配って啓発しているが、そういっ

たものは何かあるか。 

（事務局）  ハラスメント防止ハンドブックで相談窓口を周知したり、イントラネ

ットを取り扱う職員には、バナー表示で年間ある程度の期間表示するな



ど、相談窓口を周知している。 

 

（松井委員） この意識調査は、広範なデータを取っていて、非常に有意義な調査だ

と思う。ぜひ、人材育成の点でも非常に重要な情報が多いので、庁内の

共有を図りながら、コンプライアンス意識と人材育成に使用していただ

ければと思う。今後、意見書を作成し、もう一度 1 月中・下旬に案を出

していくことになる。 

（事務局）  改めて今後のスケジュールについてお伝えする。次回は、1月中旬か

ら下旬ごろの予定で、内容は職員意識調査の意見書案についてご審議い

ただく。それとあわせて令和４年度の内部統制の中間評価報告書につい

てもご説明する。 

 

議事録の署名については、委員長のほか署名委員を亀重委員とする。 

次回開催日程については、１月を予定しているが、開催方法については改めて検討

し、事務局から連絡することとした。 

 

以 上   
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市政策科学科教授 
委員長 出席 

２ 白澤 章子 弁護士 委員長代理 出席 

３ 亀重 恵美子 税理士  出席 

 


